












（参考様式３）参考図面

計画の名称 飯塚あかね産業促進地区都市再生整備計画
計画の期間 令和7年度～令和11年度（5年間） 交付団体 飯塚市

令和　7年　3月

大分小学校

JR筑前大分駅

筑穂中学校

上穂波小学校 筑穂支所

JR上穂波駅

凡 例
都市再生整備計画区域

都市機能誘導区域

居住誘導誘導区域

主要施設

県 道

鉄 道

県道90号

県道65号

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域



様式（１）-①

都市再生整備計画

飯塚
い い づ か

あかね産業
さ ん ぎ ょ う

促進
そ く し ん

地区

福岡
ふ く お か

県　飯塚
い い づ か

市
し

令和7年3月

事業名 確認
都市構造再編集中支援事業 □

都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金） ■

都市再生整備計画事業（防災・安全交付金） □

まちなかウォーカブル推進事業 □



都市再生整備計画の目標及び計画期間 様式（１）-②

市町村名 地区名 面積 26.3 ha

令和 7 年度　～ 令和 11 年度 令和 7 年度　～ 令和 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

都道府県名 福岡県 飯塚
いいづか

市
し

飯塚
いいづか

あかね産業
さんぎょう

促進
そくしん

地区
ち く

計画期間 交付期間 11

大目標：　産業と職住近接による活気ある地域と中心市街地への経済好循環なまちづくりの推進
　　目標１：産業団地造成を起点とした地域雇用の創出
　　目標２：雇用の創出による周辺地区及び中心市街地への経済の好循環
　　目標３：居住誘導区域に隣接する雇用の場の創出による職住近接環境の創出

・本市は、江戸時代の宿駅があり商業都市として栄え、その後筑豊炭田の中心市として発展をつづけた。しかし昭和30年から40年代にかけ炭鉱閉山が続き、経済の停滞が見られた。その後昭和60年代には炭鉱跡地に大学を誘致し、学園都市への転換を図った。ま
た、本市南北に縦断する国道200号と東西に横断する201号郊外へ商業施設等が移転・進出したことにより、JR新飯塚駅-西鉄飯塚バスターミナル-JR飯塚駅など交通結節点を含む中心市街地の空洞化が進み、筑豊地区の中心市としての求心力が低下することに伴
い、経済・人口のダム機能の低下による福岡都市圏や東京圏などへの転出超過となった。また、平成15年の集中豪雨による中心市街地への浸水被害や平成20年に中心市街地にある商店街での火災などもあり、中心市街地の防災対策や魅力回復図る必要が高まる
とともに、平成18年3月に1市4町による市町合併により、新市全体の再編及びまちづくりの方向性の決定が急務となった。
・そのため、平成20年3月に「公共施設等のあり方に関する基本方針」を策定し、将来人口による適正配置、施設の複合化、長寿命化に取り組む方針とし、具体的計画として「公共施設等のあり方に関する実施計画」により、小中一貫校などの再編整備を実施。
・本市の都市としての魅力回復を図るため、まず中心市街地の活性化を図り、拠点性を向上させるため平成24年3月に飯塚市中心市街地活性化基本計画（総理大臣認定第110号）を策定し、JR新飯塚駅、西鉄飯塚バスターミナル周辺地区におけ中心市街地活性化に
注力。中心市街地活性化事業において、区画整理や再開発の手法により街なかの大規模低未利用地の解消や空きビル、バスターミナルの再生等を実現し、居住や都市機能の一体的な誘導により定住促進が図られ大きな成果を得ているものの、賑わいや活力の指
標となる商店街の歩行者通行量については、厳しい状況が続いており、拠点性の回復は達成されていない。
・中心拠点の活性化等、拠点連携型都市を具体化する立地適正化計画においては、各地区自治会長会において計画の趣旨等を説明し、市内を12地区に分け懇談会を実施、立地適正化計画の基本的な方針や区域設定の考え方について意見交換を実施。住民の意
見としては身近な商業施設の撤退や地域公共交通網の縮小に対する不安について多数の意見があり、また若者の雇用の場づくりや定住促進、農地の保全等について期待する意見があり、改めて計画の重要性を認識している。市内部においては関係課と協議を行
い、平成29年1月に立地適正化計画を策定し、公共施設等総合管理計画に基づく個別計画の再配置に関する基本方針として各計画との連携を図っている。
・中心市街地活性化事業において賑わいや活力の指標である歩行者通行量が目標を下回ったことから、中心市街地の拠点性の回復及び拠点性を有する地域を選び、平成29年から令和4年にかけ、都市再生整備計画事業（令和2年度より都市構造再編集中支援事
業へ移行）を実施し、中心拠点地区の一つである立岩地区や大学が立地する二瀬地区など拠点性を有する地区において地域住民の交流拠点である地域交流センターを、中心拠点に隣接する居住誘導区域である鯰田地区内の市民公園内に新体育館を整備し、中心
拠点の拠点性の回復及び拠点連携型都市の推進を図った。
・中心拠点の一つであるJR飯塚駅周辺においては、地域住民で構成されたJR飯塚駅周辺地区活性化を考える会が発足し、ワークショップ等を経て平成30年10月に本市に対し提言書が提出された。JR飯塚市都市計画審議会に諮りパブリックコメントを実施した上で令
和4年3月に本市中心拠点の一つである飯塚駅周辺地区（菰田・堀池地区）について飯塚駅周辺地区整備基本計画を策定し、令和4年から令和8年にかけ、都市構造再編集中支援事業を実施し、JR飯塚駅を拠点とした都市機能の充実と交通結節点機能強化によるコ
ンパクトシティの形成を図っている。
・産業においては炭鉱閉山に伴う影響があったものの、大学施設の誘致による学園都市の推進、工業団地造成による企業誘致、医療福祉産業の集積を活かした健康都市の推進、情報産業または研究開発施設が集積しており、筑豊地域の中心市の一つとして商業
施設が多く立地している。
・子育て環境においては、中心市街地活性化事業により、中心市街地にある商店街に隣接する地区において区画整理事業を実施し、平成28年度に高次都市施設として就学前の児童及び保護者が利用できるまちなか子育てひろばを整備し、中心市街地周辺での子育
て環境の向上を図った。

・本市は平成7年から人口減少局面を迎えており、少子高齢化による市内高齢化率の上昇が進行している。
・産業においては中心市街地へ大型商業施設が出店するなど都市機能の集積が進む中、製造・物流拠点となる産業団地は完売しており、その大半は昭和に造成されたものとなっている。昨今の社会情勢より全国的に民間事業者より工業用地の問合せが活発であ
り、本市においても問い合わせがあるものの、所有者の同意を得た民間所有地を案内するなどの対応をしている状況。
・市内高校、大学卒業生の市内就職機会の確保及び生産年齢人口の減少傾向の歯止めのためには産業団地の新規造成が必須の状況となっている。
・産業団地造成には周辺環境への影響とともにワークライフバランスや徒歩や自転車による通勤が可能となる職住近接の環境づくりや中心市街地への人口誘導を行うことでコンパクトシティの実現を推進する必要がある。

①第2次飯塚市総合計画（2017-2026）（平成28年度策定）
　・「交流人口の拡大や定住人口の増加を図り、本市の限りない発展につなげるためには、市民が主役となっていきいきと暮らし、活気に満ちたまちづくりが求められることから」、都市目標像に『人が輝き まちが飛躍する 住みたいまち 住み続けたいまち』を掲げ、まち
づくりの基本理念として「市民と行政が創るまち」を掲げている。
　・また、基本事業として「企業誘致の促進等」を定め、産業用地の調査・検討を行う旨を記載しており、令和〇年度の可能性調査の結果、本事業地を選定。
②飯塚市都市計画マスタープラン（2022-2031）（令和3年度策定）
　・「健康と共生社会を目指し、多様な連携を図るコンパクトなまちづくり」をまちづくりの理念とし、「誰もが安心して暮らせる共生のまち」「未来を創る活力あるまち」「住みたくなる住み続けたくなる魅力あるまち」という3つの基本目標を掲げている。
　・「未来を創る活力あるまち」では市内3大学をはじめ情報関連企業や研究開発機関の集積を活かし、商業・工業・農業などの多種・多様な産業の振興により、安心して働くこととができる就業環境の充実したまちを目指している。
　・1市4町による合併などの背景から拠点連携型都市（多様な連携によるコンパクトシティ）の実現を目指し、新飯塚駅・飯塚駅及び飯塚バスターミナルなどを含む公共交通等の利便性に優れ商業・行政等の中枢的な機能が集積している中心拠点、歴史的に旧４町に
おいて中心的な役割を担ってきたの各支所周辺を地域拠点、地域住民の交流拠点
③飯塚市立地適正化計画（2017-2027）（平成28年度策定、令和7年度改訂予定）
　・目指す都市像として拠点連携型都市を掲げており、都市計画マスタープランの基本方針の一部として策定し、総合計画が目指す「住みたいまち、住みつづけたいまち」を目指している。
　・都市機能誘導区域には市全体の商業・医療・行政・交通の中心となる中心拠点型、平成18年3月に1市4町で合併する以前から旧4町の中心拠点として機能している地域拠点型、地区交流センターがあり地域の交通や商業子育て施設等が立地しているコミュニティ
拠点型、前出３つの型以外の区域で交通や都市機能が一定以上集積しており、将来的にも人口が一定数維持される暮らし維持型、市内にある3大学周辺地区における学園都市型の5つ型に合致する地域を設定し、その周辺で人口密度が一定数維持できる区域を居
住誘導区域として設定している。



都市再生整備計画事業の計画　※都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金）において、以下の項目が該当する場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

産業促進区域の考え方　※都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金）の施行地区要件において、産業促進区域支援型を適用する場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

公共交通、自転車の利活用など産業促進区域への自動車交通抑制への取組（見込みを含む）　※都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金）の施行地区要件において、産業促進区域支援型を適用する場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

千円 R6年度 R11年度

人 R6年度 Ｒ11年度

人 R6年度 R11年度

％ R5年度 R11年度

計画区域内就業する市内居住者の賃金 産業団地造成を起点とした地域雇用の創出 0千円 210,568千円

都市のコンパクト化の方針　※都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金）の施行地区要件において、観光等地域資源活用支援型、又は、産業促進区域支援型（施行地区が市街化区域等外に限る）、又は、防災拠点・郊外支援型を適用
する場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

・職住近接による地域拠点及び中心市街地への人口誘導が期待できる区域に産業促進区域を設置するため、当該地を選定。隣接する地域拠点では既に市立保育所の建替え事業を実施するなど都市機能の充実を図っている。
・中心市街地へは地方幹線道である県道と国道により繋がっている区域である。また同様の地域幹線道を通じて、地域経済牽引企業の認定を受けている健康産業企業、食品企業や半導体製造機器及び北部九州の基幹産業である自動車部品製造企業が立地する産
業団地との連携が図れる区域である。

都市のコンパクト化の方針
・平成18年3月に1市4町による市町合併を行い、主要交通拠点を中心に形成される中心市街地を中心とした拠点連携型都市を推進するため、まず中心市街地の拠点性回復を目的として平成24年度から平成28年度にかけ、中心市街地活性化基本計画（平成24年3月
策定：総務大臣認定第110号）に基づき、中心市街地活性化事業を実施。
・平成28年度には立地適正化計画を策定し、拠点連携型都市を都市目標像に掲げ、コンパクトシティを推進している。
・平成29年度から令和4年度を計画期間とした都市再生整備計画（令和2年度より都市構造再編集中支援事業）を実施し、地域拠点のうち大学が立地する地域など特に拠点性を有する地域の交流を活性化させるため地域交流センターの整備や中心市街地に隣接する
居住誘導区域に健幸及び地域交流が図れる新体育館を整備し、中心市街地との連携による市全体の活性化と各拠点への人口誘導を図った。
・令和4年度から令和8年度を計画期間とした都市構造再編集中支援事業を実施しており、中心市街地活性化事業で実施できなかったJR飯塚駅を中心とした中心市街地において、駅で分断された東西地域の人流促進及び大型商業施設誘致を契機とした周辺自治体
からの人流促進を図っている。
・飯塚あかね産業促進地区では、雇用の創出による隣接する地域拠点への人口誘導と併せ、中心市街地への人口誘導を推進し、今まで実施してきた公共交通を軸とした中心市街地を中心とする拠点連携型都市への転換によるコンパクトシティ化を推進するもの。

・当該地の周辺には市が運行し、隣接する地域拠点から公共交通であるJR筑前大分駅を経由するコミュニティバスを運行しており、令和8年度から産業団地内への乗入れや通勤時間帯での利用が可能なダイヤ改正等を含め検討を行う。

市民所得の増加額

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

市民の公共交通に対する満足度
筑穂地区住民における市民意識調査結果による「住みや
すい」「どちらかといえば住みやすい」と回答し、その理由が
「交通の便がよい」と回答した割合

居住誘導区域に隣接する雇用の場の創出による職住近接環境の
創出

7.93% 14.01%

地域住民数
計画区域の東側及び北側にある都市機能誘導・居住誘導
区域の住民基本台帳人数

雇用の創出による周辺地区及び中心市街地への移住定住の促進 4,590人 4,460人

中心市街地の住民数
本市の中心市街地である飯塚片島地区、立岩地区、菰田
地区の住民基本台帳人数

雇用の創出による周辺地区及び中心市街地への移住定住の促進 22,864人 22,219人



都市再生整備計画の整備方針等 様式（１）-③

計画区域の整備方針

その他

方針に合致する主要な事業

【産業団地造成を起点とした地域雇用の創出】
　・炭鉱跡地の活用による市内土地の有効利用
　・新たな産業団地造成による雇用の場の創出

【基幹事業】（道路）（仮称）飯塚あかね産業団地線
【基幹事業】（地域生活基盤施設　緑地）産業団地内緑地整備事業
【基幹事業】（地域生活基盤施設　地域防災施設）産業団地内調整池整備事業
【提案事業】（まちづくり活動推進事業）UIJターンセミナー

【雇用の創出による周辺地区及び中心市街地への経済の好循環】
　・主要道路（国道200号、県道65号）がつなぐ産業団地整備地区と中心市街地との連携強化
　・雇用創出による移住定住促進の市内効果波及

【基幹事業】（道路）（仮称）飯塚あかね産業団地線
【基幹事業】（地域生活基盤施設　緑地）産業団地内緑地整備事業
【基幹事業】（地域生活基盤施設　地域防災施設）産業団地内調整池整備事業
【提案事業】（まちづくり活動推進事業）UIJターンセミナー

【居住誘導区域に隣接する雇用の場の創出による職住近接環境の創出】
　・都市機能誘導区域、居住誘導区域に隣接する地区での雇用創出による職住近接環境の整備

【基幹事業】（道路）（仮称）飯塚あかね産業団地線
【基幹事業】（地域生活基盤施設　緑地）産業団地内緑地整備事業
【基幹事業】（地域生活基盤施設　地域防災施設）産業団地内調整池整備事業
【提案事業】（まちづくり活動推進事業）UIJターンセミナー

【まちづくりの住民合意の形成】
〇立地適正化計画の策定過程における住民合意
・飯塚市立地適正化計画については、外部組織である飯塚市地域連携都市政策協議を設置し、大学関係者、自治会、医師会、福祉団体、子育て支援団体、不動産関係者、JA福岡嘉穂、交通事業者等土地利用や都市機能に係る様々な分野の参加を得
て、計画策定。また、計画に関する住民合意を図るため、各地区自治会長会での説明、市内12地区での懇談会を開催し、市民意見の集約を図った。

〇地元自治会からの炭鉱跡地有効活用要望
・令和3年6月に自治会連合会筑穂支部第1回新過疎地域振興委員会において、当該地を含む炭鉱跡地等について活用を要望する意見が出された。
・本市より当該地の所有権者へ企業誘致用地としての活用を打診するも、保持していくとの回答であったが、令和4年4月に所有者より当該地の活用について飯塚市と協議を行う必要があるとの回答を得て、市議会への報告や予算議決経て必要な調査を実
施し、適時地元自治会へ報告、意見聴取を行っている。

【産業団地造成地決定の経緯】
・企業誘致用適地に係る調査を市有地、民有地双方とも継続し実施しており、令和元年8月に本市議会所管委員会において、市有地における適地調査結果を報告。その際企業誘致用適地として活用の可能性が高い市有地について、令和4年度に地盤調
査を実施、令和5年度から令和6年度にかけ産業団地として整備を行い、令和7年度より栗尾工業団地として供用開始予定。民有地については産業団地用地として周辺環境や一定の面積が必要であることから炭鉱関連跡地であり遊休地となっている場所を
中心に所有者と協議を実施。炭鉱関連跡地は坑道など一定のリスクがあるものの、学識経験者の意見や事前調査を実施し、鯰田工業団地造成の実績を鑑み活用可能地を選定。
・当該地は本市筑穂支所、筑穂保育所、上穂波小学校、筑穂中学校、筑穂図書館などが集積する都市機能誘導区域及び居住誘導区域が隣接しており、職住近接による徒歩・自転車による通勤や、同区域からJR筑前大分駅を経由し、JR桂川駅を往復す
るコミュニティバスの運行も行っており、自家用車の抑制を期待できる。また、市内においては国道200号を南下すると、筑後地方、熊本県、佐賀県、長崎県などへ、北進すると北九州地区へのアクセスが良好な地区であることから、所有者と企業誘致適地と
しての活用を依頼し、令和4年4月に当該地の今後の活用については本市と協議を行う旨の回答を得た。
・令和4年度より所有者と協議を重ねる中、市への売却の提案を受け、令和5年度に地盤調査を実施し、調査結果から産業団地として活用可能と判断した。令和6年度は土地所有者からの用地購入費、測量、基本設計、令和7年度は実施設計、令和8年度か
ら9年度にかけ造成工事を実施し、令和10年度供用開始を目指すもの。



目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項（都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金）） 様式（１）-④-２

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路 飯塚市 直 430ｍ 7 10 7 10 1,535.7 1,535.7 1,535.7 0.0 1,535.7 9.1

公園

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設 地域防災施設 飯塚市 直 50,300㎡ 7 10 7 10 284.6 284.6 284.6 0.0 284.6

緑地 飯塚市 直 24,200㎥ 7 10 7 10 379.3 379.3 379.3 0.0 379.3

高質空間形成施設

高次都市施設 地域交流センター

観光交流センター

まちおこしセンター

ワーケーション拠点施設

子育て世代活動支援センター

複合交通センター

誘導施設相当施設 医療施設

社会福祉施設

教育文化施設

子育て支援施設

元地の管理の適正化

既存建造物活用事業

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

住宅市街地
総合整備
事業

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

エリア価値向上整備事業

こどもまんなかまちづくり事業

合計 2,199.6 2,199.6 2,199.6 0.0 2,199.6 9.1 …A

提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

飯塚市 直 10 11 10 11 6.0 6.0 6.0 0.0 6.0

合計 6.0 6.0 6.0 0.0 6.0 …B

合計(A+B) 2,205.6

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
飯塚市 国土交通省 〇 11 11 10.00

合計 10.0

産業団地内緑地

直／間 規模

0.4

（参考）事業期間 交付期間内事業期間
細項目

（仮称）飯塚あかね産業団地線

交付対象事業費 2,205.6 交付限度額 882.2 国費率

事業 事業箇所名 事業主体

産業団地内調整池

（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

（いずれかに○） 事業期間
事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

UIJターンセミナー

社会資本総合整備計画 効果促進事業

全体事業費

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模

地域創造
支援事業

事業活用
調査

まちづくり活動推進
事業

事業

都市再生整備計画全体の

B/Cを算出する場合、記入

「都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金）」を活用の場合、本様式を使用する



都市再生整備計画の区域 様式（１）-⑥

飯塚あかね産業促進地区（福岡県飯塚市） 面積 26.3 ha 区域 飯塚市大分の一部、筑穂元吉の一部、馬敷の一部

Ｎ

凡 例

都市再生整備計画区域

都市機能誘導区域

居住誘導誘導区域

主要施設

国 道

鉄 道

県 道

JR筑前大分駅

JR上穂波駅

筑穂支所

大分小学校

筑穂中学校

上穂波小学校

産業促進区域

第一種低層住居専用地域

5000

第一種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域



大目標：　産業と職住近接による活気ある地域と中心市街地への経済好循環なまちづくりの推進 市民所得の増加額 （　千円　） 0 （令和6年度） → 210,568 （令和11年度）
　　目標１：産業団地造成を起点とした地域雇用の創出 地域住民数 （　人　） 4,590 （令和6年度） → 4,460 （令和11年度）
　　目標２：雇用の創出による周辺地区及び中心市街地への経済の好循環 中心市街地の住民数 （　人　） 22,864 （令和6年度） → 22,219 （令和11年度）
　　目標３：居住誘導区域に隣接する雇用の場の創出による職住近接環境の創出 市民の公共交通に対する満足度 （　％　） 7.93 （令和5年度） → 14.01 （令和11年度）

飯塚あかね産業促進地区（福岡県飯塚市）　整備方針概要図（都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金））

目標
代表的な

指標

様式（１）-⑦-２

県道90号

県道65号

■基幹事業：道路
(仮称)飯塚あかね産業団地線

■基幹事業：地域生活基盤施設
産業団地内調整池整備事業

■基幹事業：地域生活基盤施設
産業団地内緑地整備事業

JR上穂波駅

JR筑前大分駅 拡大図

都市再生整備計画区域

産業促進区域

基幹事業

提案事業

関連(効果促進)事業

凡 例

■提案事業：まちづくり活動推進事業
ＵIＪターンセミナー

■関連事業：効果促進事業
事業効果検証事業

国道200号



計画の名称：飯塚あかね産業促進地区都市再生整備計画　　　事業主体名：飯塚市          　

チェック欄

　１）まちづくりの目標が都市再生基本方針と適合している。 〇

　２）上位計画等と整合性が確保されている。 〇

　１）地域の課題を踏まえてまちづくりの目標が設定されている。 〇

　２）まちづくりの必要性という観点から地区の位置づけが高い 〇

　１）目標と指標・数値目標の整合性が確保されている。 〇

　２）指標・数値目標と事業内容の整合性が確保されている。 〇

　３）目標及び事業内容と計画区域との整合性が確保されている。 〇

　４）指標・数値目標が市民にとって分かりやすいものとなっている。 〇

　５）地域資源の活用はハードとソフトの連携等を図る計画である。 〇

　１）十分な事業効果が確認されている。 〇

　２）事業連携等による相乗効果・波及効果が得られるものとなっている。 〇

　１）まちづくりに向けた機運がある。 〇

　２）住民・民間事業者等と協力して計画を策定している。 〇

　３）継続的なまちづくりの展開が見込まれる。 〇

　１）計画の具体性など、事業の熟度が高い。 〇

　２）交付期間中の計画管理（モニタリング）を実施する予定である。 〇

　３）計画について住民等との間で合意が形成されている。 〇

都市再生整備計画事業事前評価シート

Ⅱ．計画の効果・効率性

③目標と事業内容の整合性等

①都市再生基本方針との適合等

②地域の課題への対応

⑤地元の熱意

⑥円滑な事業執行の環境

Ⅲ．計画の実現可能性

Ⅰ．目標の妥当性

④事業の効果


